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1111年度のハイライト年度のハイライト

貸出金の反転～

法人等向け貸出平残は11年度第１四半期をボトムに増加に転ずる

役務取引等利益の増加～役務取引等利益の増加

役務取引等利益は過去最高であった投資型商品の販売により増益

ロ コストオペレ ションの徹底～ローコストオペレーションの徹底～

経費の削減を継続し、業務粗利益の減少にかかわらずＯＨＲは48％台を維持

お客さまの海外進出支援をさらに充実～
バンコク駐在員事務所の開設や現地金融機関との提携により海外に進出したお客さま
の業務支援を充実の業務支援を充実

自己株式取得による機動的な株主還元を実施～

11年8月自己株式50億円を取得 さらに12年5月自己株式取得枠50億円を設定
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11年8月自己株式50億円を取得、さらに12年5月自己株式取得枠50億円を設定



1．営業実績1．営業実績
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(1) 個人ローン平残の推移

11．営業実績．営業実績
(1) 個人ロ ン平残の推移

 11年度の個人ローン平残は、住宅ローン（前年度比4.4％増）、アパートローン（同3.3％増）の増加を中心に全体で同3.6％増。

 住宅ローン実行額は同687億円増の3,899億円、アパートローン実行額は同210億円増の1,447億円。

3,920 3,899

5,000
住宅ローン実行額 (単体)（億円）

50,000
（平残、億円） (単体)個人ローン平残の推移

消費資金ローン

2,918
3,212

2,000

3,000

4,000 +687

3,450
3,421

3,357

40,968
39,869

42,447

40,000

+3.6%+2.7%

消費資金ロ ン

0

1,000

08 09 10 11

11,798

12,470
12,061

30,000

アパートローン

+3.3%+2.2%

1,510

1,237

1,447

1,400
1,600
1,800
2,000
2,200

アパートローン実行額 (単体)
（億円）

  +21026,618
24,620 25,484

20,000

+3.5% +4.4%

954

200
400
600
800

1,000
1,200

0

10,000

住宅ローン
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(2) 法人等向け貸出平残の推移

11．営業実績．営業実績
(2) 法人等向け貸出平残の推移

 11年度の法人等向け貸出平残は前年度比1.0％増。四半期別推移では11年度第1四半期をボトムに増加基調。

 新規のお客さまや「成長分野」に取り組んでいるお客さまへの積極的な資金供給の結果、前年同月比増減率は11年度後半以降
全国平均を上回って推移全国平均を上回って推移。

（平残、億円） (単体)
法人等向け貸出平残の推移

法人等向け貸出平残の推移（四半期毎）

46,00947,000

(平残・億円）
（単体）

1,353

1,282 1,688

44,536

47,897

44,982
50,000

その他(注）

△7.0% +1.0%

6,

45,090
44,694

44,136
44,35844,66944,40844,654

42 000

43,000

44,000

45,000

46,000

貸 残（前 増減率）

16,055

14,60714,443

30 000

40,000

大中堅企業向け

+1.1%

△10.0% 40,000

41,000

42,000

10－１

Ｑ

10-2Ｑ 10-3Ｑ 10-4Ｑ 11－１

Ｑ

11-2Ｑ 11-3Ｑ 11-4Ｑ

法人向け貸出金末残（前年同月比増減率）

2.4%

0 0%

2.0%

4.0%

6.0%
横浜銀行

国内銀行合計

20,000

30,000

△0.4%△5.5%

0.0%

-10.0%

-8.0%

-6.0%

-4.0%

-2.0%

0.0%
30,487 28,810 28,685

10,000

中小企業向け

5（注）その他は公共及び公共関連貸出、国内店分 （出所）日本銀行「貸出先別貸出金」
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(3) 預金平残の推移

11．営業実績．営業実績
(3) 預金平残の推移

 11年度の預金平残は個人預金（前年度比2.6％増）、法人預金（同3.9％増）が増加したことから全体で同2.0％増。

 流動性預金比率は69.1％と、引き続き地銀トップの水準を維持。

125 000

（平残、億円） 個人・法人預金平残の推移
(単体) 69.1%

66.1% 67.6%

105 456

125,000
65.0

70.0

75.0

（平残、億円）
預金平残の推移(単体)

流動性預金比率

（％）

＋2.0%（注3）

19 117

4,348
5,0564,439

105,456
103,331101,379

100,000

125,000

その他

+2.0%

+1.9%

34 943 34,079 33,377

1,851
1,7881,555

101,379
103,331 105,456

100,000

45.0

50.0

55.0

60.0

固定性預金

その他
△2.0%

2.0%

+1.9%

（注3）

19,237
20,00019,117

75,000

法人預金

その他

+3.9%+0.6%（注）

34,943 , ,

50 000

75,000

30.0

35.0

40.0

45.0固定性預金

△2.4%（注2）

77,822 79,037 81,107

50,000

+1.5%
+2.6% 64,880 67,462 70,227

25,000

50,000

10 0

15.0

20.0

25.0

+3.9% +4.0%

0

25,000

個人預金
0

09 10 11

0.0

5.0

10.0

流動性預金
（注1）
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（注１）流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金＋別段預金＋納税預金
（注2）その他＝外貨預金
（注3）流動性預金比率は末残ベース

（注）その他＝公金＋金融機関向け預金
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(4) 神奈川県内シェアの推移

11．営業実績．営業実績
(4) 神奈川県内シェアの推移

 神奈川県内での積極的な資金供給に注力した結果、12年3月末の県内貸出金シェアは31.6％に上昇。預金シェアは23.4％。

35.0

(%) 神奈川県内シェアの推移（貸出金・預金）
(注）

30.6%
30.1%

30.5%

31.6%

26.1%

27.9%
27.3% 27.3%

27.7%
28.2%

29.2%30.0

23.4%

24.3%

23.6%
23.9%

25.0%

23 1%

23.2%23.1% 23.0%
23.5%

22.6% 22.8% 22.8%
23.2% 23.1% 23.0% 23.2% 23.4%

25.0 貸出金

23.1%
22.7%

20.0

98/3 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 07/3 08/3 09/3 10/3 11/3 12/3
（年/月）

預金

7

（注）シェアは郵貯・信組・農協を含まないベース（当行調べ）



(5) 預金・貸出金利回りの推移（国内業務部門）

11．営業実績．営業実績
(5) 預金 貸出金利回りの推移（国内業務部門）

 マーケット金利低下の影響を受け、11年度の貸出金利回りは1.73％へ、預金利回りは0.05％へそれぞれ低下。預貸金の利回り差
は1.68％に縮小。

 12年度では、預貸金の利回り差は1.58％を見込む。12年度では、預貸金の利回り差は1.58％を見込む。

（％）
(単体)

半期別利回り

2.20

2.40
10年度平均　1.84 11年度平均　1.73

12年度平均（予想）　1.62

1.711.75
1.82

1.87

1 60

1.80

2.00

10年度

1.671.70
1.76

1.79

1.20

1.40

1.60

預

貸

金

利

11年度

平均利回り差

1.68

10年度

平均利回り差

1.77

10年度平均 0 07

12年度

平均利回り差

（予想）1.58 貸

出

金

利

0.04
0.050.060.080.80

1.00

0.20

回

り

差

10年度平均 0.07
12年度平均（予想）　0.04

利

回

り

11年度平均　0.05

8

0.60
10/上 10/下 11/上 11/下 12/上 12/下

(年度)

0.00
預金

利回り



(6) 個人向け投資型商品残高の推移

11．営業実績．営業実績

(6) 個人向け投資型商品残高の推移

 11年度の投資信託・保険商品販売額は過去最高となる前年度比607億円増の4,377億円。

 12年3月末の投資型商品残高は、投資信託が相場下落の影響などにより減少したものの、一時払終身保険と個人年金保険の残
高が増加した とから前年度末比4 1％増 17 329億円高が増加したことから前年度末比4.1％増の17,329億円。

17 5%17 3% 20 0

（末残、億円） 投資型商品残高の推移 (単体) （％）
6,000

投資信託・保険商品販売の状況（億円）
（単体）

559
52215,700

17,329
16,639

17.5%17.3%16.8%

20,000

10 0

15.0

20.0

投資型商品比率

+4.1%

(注１）

4,377+607

過去最高の
販売額

3,4022,291

3,803

4,240

4,689

477

559

15,000

0.0

5.0

10.0

公共債

外貨預金

+48.4%
575

1,301588

1,176

3,770

3,348

4,000

一時払終身保険

1,028

4,847
4,857 5,251

3,402

5 000

10,000

10.0

5.0

0.0

個人年金保険

一時払終身保険

+8.1%966 336

575

2,000

個人年金保険

4,350
4,657

4,690

0

5,000

20.0

15.0

投資信託

△7.2%

(注2）

2,626

2,133
1,793

00

投資信託

9

（注１）投資型商品比率＝個人投資型商品末残÷（個人円貨預金末残＋個人投資型商品末残）
（注2）投資信託の増減額△340＝（販売ー解約・買取・償還）△114＋基準価格変動等△225
→11年3月比△7.2％

10/3 11/3 12/3
（年/月）

0

０９ 10 11 （年度）

0



2．決算概要2．決算概要
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22．決算概要．決算概要
(1)2011年度 決算サマリー(1)2011年度 決算サマリ

 単体の業務粗利益は、前年度比15億円減(同0.7%減）の2,036億円、実質業務純益は同11億円減(同1.0%減）の1,053億円。
当期純利益は、与信関係費用の減少などにより同37億円増（同8.1％増）の491億円。

 連結の当期純利益は 子会社の与信関係費用の減少により同41億円増（同8 7％増）の511億円 連結の当期純利益は、子会社の与信関係費用の減少により同41億円増（同8.7％増）の511億円。

（億円）

<単体 前年度比
11年11月公表

年度比

(参考）12年度
予想

09年度実績 10年度実績 11年度実績
<単体＞ 前年度比

11年11月公表
予想比

11年度比

業務粗利益 2,119 2,051 2,036 △ 15 △ 24 2,015 △ 21

経費 999 987 983 △ 4 △ 7 980 △ 3

実質業務純益 1,119 1,064 1,053 △ 11 △ 17 1,035 △ 18

予想
09年度実績 10年度実績 11年度実績

実質 務 , , , ,

与信関係費用（△） 545 276 137 △ 139 △ 33 120 △ 17

株式等関係損益 28 0 △ 13 △ 13 - - -

うち株式等償却（△） 7 10 21 ＋11 - - -

経常利益 528 749 870 ＋121 ＋45 875 ＋5経常利益 528 749 870 ＋121 ＋45 875 ＋5

当期純利益 310 454 491 ＋37 ＋6 540 ＋49

＜連結＞

経常利益 537 816 963 ＋147 ＋63 945 △ 18

当期純利益 309 470 511 ＋41 ＋6 550 ＋39
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(2) 業務粗利益

２．決算概要２．決算概要
(2) 業務粗利益

 11年度の業務粗利益は、国内資金利益が前年度比30億円減（同1.7％減）であったが、投資型商品販売の好調を主因に国内役
務取引等利益が同11億円増（同3.6％増）となったことから、同15億円減（同0.7％減）の2,036億円。

 12年度は 国内資金利益は増加するものの 国内その他業務利益の減少を主因に2 015億円（11年度比21億円減 1 0％減）と 12年度は、国内資金利益は増加するものの、国内その他業務利益の減少を主因に2,015億円（11年度比21億円減、1.0％減）と
なるが、引き続き2,000億円台維持を予想。

2 150

（億円）
業務粗利益の増減要因

(単体)(単体)
業務粗利益の推移

国際業務利益＋

（億円）

+32億円
2,100

2,150

貸出要因

（残高）

42

2,119
2,051 2,036 2,015

2,500

国際業務利益＋

国内その他利益

+11億円

+32億円

+4億円
2,050

その他

その他

298

311 303

42
75 79

300

48

1,500

2,000

国内役務

取引等利益

2,051億円

2 036億円

+11億円

+11億円

△93億円2,000

貸出要因

（利回り）

預金要因

国内役務取引

等利益
（注）

1,779
1,676 1,646 1,664

1,000

国内資金利益 2,036億円+20億円

1,950

国内資金利益
△30億円

国内役務取引

等利益 他

+15億円
0

500

国内資金利益

12
（注）預金要因は、譲渡性預金を含む増減。

1,900

10 11
（年度）

0

０９ １０ １１ 12
（年度）

（予想）



(3) 経費・OHR

２．決算概要２．決算概要
(3) 経費 OHR

 11年度の経費は、物件費の減少を主因に前年度比4億円減（同0.4％減）の983億円に圧縮したが、ＯＨＲは、業務粗利益の減少
により同0.1％ポイント上昇の48.2％と48％台を維持。

 12年度は 980億円（11年度比3億円減 0 3％減）を予想

前年同期との比較

 12年度は、980億円（11年度比3億円減、0.3％減）を予想。

（単位：億円）（億円）
(単体)

経費・ＯＨＲの推移 （％） 前年同期との比較
（単位：億円）

10 11

（実績） （実績） 増減

経　費 987 983 △4

47.1%
48.1% 48.2%

48.6%
（予想）

999

45.0

50.0

（億円） 経費 ＯＨＲの推移
ＯＨＲ （％）

人件費 381 392 +11

物件費 548 531 △ 17

税金 57 59 +2

57 5964

987 983 980999

1,000

35.0

40.0税金

「経費」のおもな増減要因
人件費：+11億円

派遣スタッフを一部直接採用に切り替えなど

OHR（％） 48.1 48.2 ＋0.1545 548 531

980500 25.0

30.0

物件費

派遣スタッフを 部直接採用に切り替えなど
物件費：△17億円

人件費振り替えや節電による光熱費をはじめとした
事務費の減少など

392381389

0 10 0

15.0

20.0

人件費

13

0

０９ １０ １１ １2

10.0

（年度）（予想）



(4) 貸出債権の状況

２．決算概要２．決算概要
(4) 貸出債権の状況

 要注意先からのランクアップなどにより12年3月末の正常先債権の比率は前年度末比1.8％ポイント上昇の85.7％となる一方、要
注意先の残高は同8.9％減の11,021億円。

 実抜先については、計画の進捗状況に応じた適切な対応により12年3月末の残高は減少。
 不良債権残高は実抜先からのランクダウンがある一方最終処理もすすめており、同微増の2,105億円。

84.9% 84.0% 83.9% 85.7％
30,000

88 5

98.5
（億円） (単体) （％）

要管理先以外の要注意先の残高推移

2 7%

（億円） 不良債権（金融再生法開示債権）残高の推移 （％）

（単体）

11,021
12,10511,59110,686

10 000

15,000

20,000

25,000

38.5

48.5

58.5

68.5

78.5

88.5

総与信に占める正常先債権の比率

△8.9％

2.3% 2.2%

3.1%
2.7%

4,000

2.0

不良債権比率

0

5,000

10,000

09/3 10/3 11/3 12/3

1.5

8.5

18.5

28.5

（年月）

要管理先以外の要注意先の残高
2,933

2,391

2,074 2,105

3,000
0.0

破産更生債権

実抜先・実抜見込み先の状況

1 732

2,066 1,966 1,878
1 680

47.6%48.7%48.3%45.8% 45.7%

2,500

3,000

40.0%

50.0%

（億円）

保全率（右軸）

(単体） 811

582

1,302
1,213

1,296

589

1 000

2,000
-2.0

1,732 1,680

500

1,000

1,500

2,000

10.0%

20.0%

30.0%

実抜先・実抜見込み残高（左軸）
335 376

366
367

1,1391,124

0

1,000

-6.0

-4.0

危険債権

14
（注）「実抜先」とは「実現性の高い抜本的な経営改善計画書」提出している先。

上記残高は実抜先のうち条件変更をしている先の残高である。

0

10/3 10/9 11/3 11/9 12/3

0.0% 09/3 10/3 11/3 12/3

（年/月）
要管理債権



(5) 与信関係費用

22．決算概要．決算概要
(5) 与信関係費用

 11年度の与信関係費用は、債務者区分要因は前年度並みであったが、地価下落要因の減少や一般貸倒引当金戻入があり、前
年度比139億円減（同50.3％減）の137億円、与信関係費用比率は同0.17％ポイント低下の0.15％。

 12年度は、120億円（11年度比17億円減、12.4％減）を予想。

1,000

1 0

与信関係費用の推移

与信関係費用比率

（億円）
(単体)

（％）

（注1）

与信関係費用内訳の推移
（億円） （単体）

0.15%
0.12%

0.62%

0.32%800

0.0

0.5

1.0

(予想)

（注2）

500

600
債務者区分要因

545600

1.0

0.5

0.0

200

300

400

地価下落

要因

120137

276

200

400

2.0

1.5

0

100

200 要因
一般貸倒

引当金繰入
その他

091011091011
120

0

０９ １０ １１ １2

3.0

2.5

(予想) （年度） ▲ 200

▲ 100

0
091011

（年度）

091011

15

（注１）与信関係費用＝不良債権処理額（-償却債権取立益＊）＋一般貸倒引当金繰入額
＊10年度以前は償却債権取立益を与信関係費用へ含めて算出
（注２）与信関係費用比率＝与信関係費用÷貸出平残

(予想) （年度） ▲ 200



(6) 当期純利益

22．決算概要．決算概要
(6) 当期純利益

 11年度の当期純利益（単体）は、法人税率の引き下げにともなう繰延税金資産の取り崩しが28億円発生したものの、前年度比
37億円増（同8.1％増）の491億円。

 ROE（単体）は、同0.3％ポイント上昇の6.5％。
 12年度は 540億円（11年度比49億円増 9 9％増）を予想

前年度との比較

 12年度は、540億円（11年度比49億円増、9.9％増）を予想。

（単位：億円）

10 11

（実績） （実績） 増減1 000

（億円）
(単体)

当期純利益の推移 (%)

（実績） （実績） 増減

当期純利益（単体） 454 491 +37

6.2% 6.5% +0.3％ROE(当期純利益ﾍﾞｰｽ・単体)

6.2% 6.5% 6%台後半800

1,000

7.5

10.0

(単体)

ＲＯＥ

（注）

当期純利益（連結） 470 511 +41

6.5% 6.7% +0.2％ROE(当期純利益ﾍﾞｰｽ・連結)540

491
454

4.5%

600
2.5

5.0

当期純利益（単体）の主な増減要因
実質業務純益：△11億円
与信関係費用(△）：△139億円
株式等関係損益：△13億円
法人税等（△）：+70億円

310

200

400

-5.0

-2.5

0.0

法人税率引き下げにともなう繰延税金資産の取り崩し額
単体：28億円
連結：33億円

0

200

０９ １０ １１ １2

-10.0

-7.5

16

（注）ＲＯＥ ＝ 当期純利益 ÷ 純資産（期初と期末の平均・新株予約権を除く）

連結：33億円
（年度）（予想）



(7) 有価証券ポートフォリオ・政策投資株式の状況

２．決算概要２．決算概要
(7) 有価証券ポ トフォリオ 政策投資株式の状況

 12年3月末の有価証券は、国債（前年度末比2.8％増）、事業債（同55.8％増）を中心に全体で同3.9％増の16,243億円。
 政策投資株式については、資本（Tier1）に対する保有株式の割合を14％まで低減。

30

（億円）

政策投資株式取得原価総額と時価総額の推移

（％）

(連結)

政策投資株式取得原価総額
Tier12.5 2.7 2.8 2.8

25 000

4.0

（時価ベース、億円） 有価証券ポートフォリオの推移
(単体)

（年）

（注1）

14%
20%

15%17%

2,000

0

10

20

30Tier1

20,000

25,000

0.0

2.0
デュレーション

（+141）

（注2）

（+138）

1,310
1,406

1,290 1 279

1,500

30

20

10

0

簿価（時価）
4,0491,801 3,736

1,368
1,586

16,243

10,189

13,388

15,631

15,000

6 0

4.0

2.0

（評価差額△76）

（+150）

（+141）

その他社債

その他

1,175

1,1071,140
1,211

, 1,279

1,000

60

50

40

30
取得原価

587

731
1,174 1,830

1,934

1,8381,919

1,117

1,493

1,519

2,119

5 000

10,000

10.0

8.0

6.0

円債
11,587

地方債円債

14,043
円債

14 876

事業債

500

09/3 10/3 11/3 12/3

80

70

60

（年/月）

7,5037,002

4,847

7,295

1,117

0

5,000

09/3 10/3 11/3 12/3

14.0

12.0

国債

円債

8,071

（年/月）

14,876

17

（注1）残高および評価損益は、「その他有価証券」で時価があるもののうち、株式・私募債を除く
（注2）デュレーションには、外債、投資信託などは含まない

（注） 政策投資株式は、時価があるもの

09/3 10/3 11/3 12/3
参考： Tier１　　 6,467　        6,831         7,158       7,495

09/3 10/3 11/3 12/3

参考：11/12時点のアウトライヤー比率（パーセンタイル方式）＝0.88％



(8) 資本の状況

22．決算概要．決算概要
(8) 資本の状況
 12年3月末（連結）の自己資本比率は13.67％、またTier1比率は11.36％と引き続き高水準を維持。

 コアTier1比率についても9.71％と高水準であり、資本の質においてメガバンク平均を上回っている。

Ｔｉｅｒ1・コアＴｉｅｒ1の推移

11.36 %

13.67 %
12.28 %

10.92 % 12.20 %14,000

12 0

14.0

（億円）
（％）

(連結)

自己資本比率

（右軸）

11.36%

12.45%

12 0

14.0

（％）
(連結)Ｔｉｅｒ1項目の対リスクアセット比率（12/3）

9.85 % 10.12 %

8.26% 8.60%

9.71%

9.61 %

7.58%10,000

12,000

6.0

8.0

10.0

12.0

Ｔｉｅｒ1比率

（右軸）（注１）

コアＴｉｅｒ1比率

（右軸）（注2）

0.61%

1.04%

11.36%

10.0

12.0

優先出資証券

その他控除

項目
その他

控除項目

400
400812

662
677

686
400

7,495
7,1586,8316,467

6,000

8,000

0.0

2.0

4.0

6.

控除項目

その他

控除項目
6.0

8.0 優先株

当行＞メガバンク平均

5,100
5,735 6,081 6,409

400

2,000

4,000

-6.0

-4.0

-2.0
Tier1

コアTier1

繰延税金

資産純額 優先出資証券
9.71%

4.0

コアＴｉｅｒ1

0

2,000

09/3 10/3 11/3 12/3

-10.0

-8.0

（年/月）

0.0

2.0

当行 メガバンク平均

18

(注1)Ｔｉｅｒ1比率、コアＴｉｅｒ1比率は09/3は国内基準、10/3以降は国際統一基準にて算出
(注2)コアＴｉｅｒ１比率については、バーゼルⅢ規制における控除項目を全て控除し算出（リスクアセットはバーゼルⅡベース）

コアＴｉｅｒ1比率＝（Ｔｉｅｒ1-優先株式-優先出資証券-繰延税金資産純額等）／リスクアセット

（当行調べ）



(9) 株主への利益還元

22．決算概要．決算概要

 11年度の株主還元は安定配当に加え、株式市場の状況等を踏まえ、11年8月に自己株式50億円を取得。
 12年度は「安定配当と業績に連動した特別還元」という還元方針を維持する。
 株主への利益還元を通して資本効率の向上をはかるため、12年5月に自己株式取得枠50億円を設定。

(9) 株主への利益還元

337

400

（億円） 株主還元額の推移

(単体)
（50.6%）

179
0

0

186

260

194
184185

300

（29.4%）
（30.9%）

（39.4%）

（224.3%）
株主還元率

2149
60

120

58 50 50

0

422821

169
186 194

136 136

100

200 自己株式取得額

配当額（業績連動）
（12.5%）

（43.8%） （37.6%）
（34.0%）

（29.9%）

58
99 98 98

137 136 136 136 135 134
58

0

100

０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ １０ １１ 12

配当額（安定配当）

配当額（業績連動）

（予想）

～03配当方針
安定配当
年5円

04～06配当方針
安定配当＋業績連動
①普通配当金（安定配当部分） 年7円
②特別配当金（業績連動部分）

07～09配当方針
安定配当＋業績連動
①普通配当金（安定配当部分） 年10円
②特別配当金（業績連動部分）

配当方針・
還元方針

12還元方針
左記還元方針に加え、
市場動向や業績
見通しを勘案のうえ

10～11還元方針
安定配当＋業績連動
①普通配当金（安定配当部分）年10円
②特別還元※（業績連動部分）

０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ １０ １１ 12 （年度）
（予想）

19

②特別配当金（業績連動部分）
当期純利益500億円超過額の30%

②特別配当金（業績連動部分）
当期純利益600億円超過額の35%

株主還元率
目標 30％以上 40％以上－

※特別還元＝特別配当または自己株取得

見通しを勘案のうえ
機動的な自己株式
取得を検討

②特別還元※（業績連動部分）
当期純利益500億円超過額の40%



３．経営戦略３．経営戦略
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３．経営戦略３．経営戦略

(1) 神奈川県のポテンシャル(1) 神奈川県のポテンシャル

 神奈川県は、人口増加率および一人当たり県民所得が東京に次いで全国2位。
 また、東京圏内で神奈川県は地価が上昇している地点が多く、住宅地の地価上昇率上位10地点のうち9地点が神奈川県に存在。
 さらに、神奈川県は1世帯当たり貯蓄残高が全国3位であり、また貯蓄に占める有価証券の比率が高い。全国の中でも「金融リテ

人口増減率と一人当たり県民所得（全国2位） 東京圏内の地価上昇率上位10地点（住宅地）

ラシーが高い」世帯が多く、投資型商品に対するニーズが高い。

15 000
1人当り県民所得（千円）

10,000

15,000

神奈川県

東京都

愛知県

埼玉県

大阪府

全国平均

1 茅ケ崎市赤松町

2 藤沢市羽鳥5丁目

3 横浜市戸塚区戸塚町

4 川崎市中原区今井南町

5 川崎市中原区木月住吉町

順位 所 在 地

東京圏内の地価上昇地点の上位
10地点のうち9地点は神奈川県

（出所）国土交通省 12年地価公示（出所）内閣府・総務省

0

5,000

-6.0% -4.0% -2.0% 0.0% 2.0% 4.0% 6.0%

千葉県
埼玉県

人口増減率（05年→10年）

6 川崎市高津区下作延１丁目

7 横浜市戸塚区上倉田町

8※同率 横浜市戸塚区品濃町 東京圏内 66 1.4%

8※同率 川崎市多摩区宿河原３丁目 神奈川県 34 2.6%

10 木更津市請西東２丁目

上昇地点数
の割合

地価上昇
地点数

1世帯当り貯蓄残高（全国3位） 1世帯当り貯蓄に占める有価証券の比率（全国1位）

（出所）国土交通省 12年地価公示（出所）内閣府 総務省

18.7

16.8 16.7 16.4

20

（％） 上位５県
19.7

19.0 18.7 18.2
17.5

20

(百万円） 上位５県

16.4
15.7

13.3

10

15
15.2

10

15

21出所：総務省「09年全国消費実態調査報告」より浜銀総合研究所が集計 出所：総務省「09年全国消費実態調査報告」より浜銀総合研究所が集計

0

5

神奈川 徳島 兵庫 千葉 愛知 全国平均
0

5

香川 奈良 神奈川 愛知 徳島 全国平均



３．経営戦略３．経営戦略
(2)個人営業戦略～セグメント別施策(2)個人営業戦略～セグメント別施策

 セグメント別施策の実施やEBM情報の活用により資産運用層・資産形成層のお客さまのニーズに応じた適切なサービスを適時に提供して
いる。

 また10年4月から2エリアで開始した保障性保険の取り扱いは、現在7エリア、更に12年度中に15エリア程度まで取り扱い拠点を拡充し、
お客さまの保障ニ ズへ対応していくお客さまの保障ニーズへ対応していく。

資産運用層：多様化・高度化するニーズへの対応

セグメントセグメント セグメント別施策セグメント別施策 EBMの活用EBMの活用

資産運用層：多様化・高度化するニーズへの対応

不動産活用や相続関連ニーズ
プライベートバンキング推進室・支店の連携に
よるコンサルティング営業の徹底

取

資産運用層

・お客さまの変化

ＥＢＭ
（Event Based Marketing)

よる ンサ ティング営業の徹底
信託会社・信託銀行との提携機能活用

資産形成層

取
引

顧
客

メ
イ

ン
先

２００万人

運用ニーズ
CRM営業支援システム活用による提案力強化

お客さまの変化
・ニーズの顕在化

EBM情報
の活用

資産形成層：リテンション戦略による基盤取引強化

資産形成層
CRM営業支援システム活用による提案力強化
浜銀TT証券との更なる連携強化 イベント

モデル

資産形成層：リテンション戦略による基盤取引強化

住宅ローン先・給振先等への取引拡充
保障性保険の取り扱い拠点の拡充非メイン先 ３００万人

約50のEBM情報を
営業店へ配信
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（10年4月：2エリア→11年11月：7エリア→12年度中：
15エリア程度）

未取引顧客（県内）４００万人
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(3)証券戦略～東海東京証券横浜支店の承継(3)証券戦略～東海東京証券横浜支店の承継

 08年11月に浜銀ＴＴ証券を開業し、当行グループでお客さまの運用ニーズに幅広く対応。

 12年9月に東海東京証券の唯一の神奈川県内支店である横浜支店を浜銀ＴＴ証券が承継予定。

公共債（▲25％）

保険（+108％）

（リスク）

小

お

横浜銀行（+32％）

グループ全体の投資型

浜銀TT証券店舗ネットワーク

保険（ ）

投資信託（銀行+29％）

（ＴＴ+45％）

大
外債・仕組債（+230％）

株式（+16％）

客
さ
ま

グル プ全体の投資型
商品残高34％増加

コンサルティングブース玉川コンサルティングブース玉川

浜銀TT証券店舗ネットワーク

大 株式（+16％）

浜銀ＴＴ証券（+53％）

浜銀TT証券の業績

（※）カッコ内は09/3→12/3の個人向け預り資産残高増加率

（億円） （千件） （億円）

相模原支店

中山支店

二俣川支店
本店営業部

厚木支店

あざみ野支店

日吉支店

ンサ ティングブ 玉川

溝口支店

コンサルティングブース相模大野

相模原支店

中山支店

二俣川支店
本店営業部

厚木支店

あざみ野支店

日吉支店

ンサ ティングブ 玉川

溝口支店

コンサルティングブース相模大野 41.1

36.3

3,000

40.0

45.0

50.0

（億円） 預り資産残高と口座数 （千件）

口座数（右軸）

30

40

50

（億円） 損益状況

茅ヶ崎支店
大船支店

横須賀支店

港南台支店

小田原支店 コンサルティングブース鎌倉

茅ヶ崎支店
大船支店

横須賀支店

港南台支店

小田原支店 コンサルティングブース鎌倉

東海東京証券
横浜支店

28.5
30.2

1,000

2,000

25.0

30.0

35.0

銀行紹介（左軸）
10

20

30

営業収益
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横須賀支店

＝開業時の店舗

＝銀行共同店舗

横須賀支店

＝開業時の店舗

＝銀行共同店舗 0

09/3 10/3 11/3 12/3 承継後

10.0

15.0

20.0既存先（左軸）

（年/月）

-10

0

０８ ０９ １０ １１ 承継後
（年度）

営業利益
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(4) 法人営業戦略～問題解決型営業・新規推進態勢(4) 法人営業戦略～問題解決型営業 新規推進態勢

 ビジネスマッチングやM&A・事業承継の支援に取り組むとともに、経営改善支援として11年12月に「かながわ中小企業再生支援ファンド」
を設立するなど、お客さまの経営課題に対応する「問題解決型営業」を実施。

 また地元企業を中心に幅広く接点を拡大し、積極的に資金ニーズに応えたことにより、11年度下期の法人新規実行額は１１年度上期比
355億円増の1 245億円355億円増の1,245億円。

問題解決型営業の徹底 法人新規への取組

ビジネスマッチング（年間約1,200件マッチング）

M&A・事業承継の支援
法人新規専担者約80名（20名増員）

「個人取引特化型店舗」支店長による接点拡大

幅広いお客さまとの接点拡大

11年12月「かながわ中小企業再生支援ファンド」
24.1億円設立

県内ブロックに配置した「法人取引推進部長」に支店長並み
の決裁権限を付与

お客さまのニーズへスピーディーに対応

の決裁権限を付与

10
10

（件数） M&A取扱・事業承継取扱実績推移 (単体)

事業承継
1,500

法人新規実行額の推移 （単体）（億円）

+355 1,245

2

4

77

5
5

取扱件数

465 434
325

553

500

1,000

県外所在取引先

890898882
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2

0

09 10 11
（年度）

M&A成約件数
417 464

565
692

-

500

10上 10下 11上 11下
0

県内所在取引先



３．経営戦略３．経営戦略

(4) 法人営業戦略～成長分野への取り組み(4) 法人営業戦略～成長分野への取り組み

 「成長分野」に取り組んでいるお客さまの成長に資するため、グループの機能を活用して円滑な資金供給に取り組んでいる。
 特に、高齢化社会の進展を背景とした医療・介護施設などの「健康」分野や、再生可能エネルギーに対する意識の高まりを背景とした環

境・エネルギー事業などの「環境」分野に取り組んでいるお客さまの資金ニーズに積極的に対応している。
 新規のお客さまに加え、こうした「成長分野」に取り組んでいるお客さまに対する積極的な資金供給をおこなったことにより法人向け貸出

金残高は増加。

「成長分野」への取り組み強化

融資：「成長分野支援戦略ファンド1,500億円」取り扱い

エクイティ：「成長支援ファンド20億円」取り扱い

成長分野支援ファンド（エクイティ）

11年8月に設立
「成長分野」に取り組んでいるお取引先の安定資金

調達ニ ズに対応

リース：「成長分野リース制度50億円」取り扱い

調達ニーズに対応

11年度（8ヶ月）で4社・1億円強投資

成長支援分野向け融資実績内訳

健康, 30.3%

その他, 12.6%

10年度および11年度の累計

成長分野向け融資実行金額

800

1,000

（億円）

東日本
大震災

769

723

+349

地域開発, 19 8%

アジア市場, 12.3%

57

158

132

213

200

400

600

環境

その他
+81

319

420

25

環境, 25.1%

地域開発, 19.8%

118
199

103
25657 132

0

10上 10下 11上 11下

健康 +153
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(5) アジア戦略～中国(5) アジア戦略～中国

 11年4月に上海支店戦略チームを設置し、上海市近郊・華北・華南のお客さま現地法人300社から資金ニーズ・ビジネスマッチングニー
ズ・コンサルティングニーズなどを把握した。

 こうしたニーズに適宜対応するとともに、人民元の資金ニーズに応えるため、人民元業務開始の準備をすすめていく。 こうしたニ ズに適宜対応するとともに、人民元の資金ニ ズに応えるため、人民元業務開始の準備をすすめていく。

中国における支援態勢中国における支援態勢

約80件

上海支店戦略チームにより把握したニーズ上海支店戦略チームにより把握したニーズ

人民元建運転資金等旺盛な資金ニーズを把握人民元建運転資金等旺盛な資金ニーズを把握

資金ニーズ資金ニーズ 約80件

出資金ローンや非居住者ローンなどのニーズに対応

大連市北京市

天津市

中国全域で

ビジネスマッチングニーズビジネスマッチングニーズ 約85件

出資金ローンや非居住者ローンなどのニーズに対応

12年11月人民元取扱申請予定・13年内人民元業務開始予定
青島市

提携銀行

中國銀行（中国）

交通銀行（中国）

お客さま約2,000社
進出

（06年比+1,300社）

企業規模を問わず強いビジネスマッチングニーズを把握企業規模を問わず強いビジネスマッチングニーズを把握

当行のお客さまを紹介

上海市近郊

上海支店
交通銀行（中国）

東亜銀行（香港）

11年4月～12年3月：

財務・税務・労務・法務等のコンサルティングニーズを把握財務・税務・労務・法務等のコンサルティングニーズを把握

コンサルティングニーズコンサルティングニーズ 約30件

香港駐在員事務所

広東省
11年4月～12年3月：

上海支店戦略チームが

上海市近郊・華北・華南の

お客さま現地法人

26

専門性を要するニーズへは現地のコンサルティング会社を紹介
香港駐在員事務所

300社を訪問
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(5) アジア戦略～東南アジア(5) アジア戦略～東南アジア

 お客さまの進出が多いタイには、12年4月にバンコク駐在員事務所を開設し、お客さま現地法人を積極的に支援していく。
 タイにおいてはバンコック銀行と、ベトナムにおいてはオーストラリア・ニュージーランド銀行（ＡＮＺ）ベトナム現地法人と、インドネシアにおい

てはバンク・インターナショナル・インドネシアと提携した他、東南アジア全体でスタンダードチャータード銀行と提携し、東南アジアへ進出し
ズ

東南アジアにおける支援態勢東南アジアにおける支援態勢 12年4月バンコク駐在員事務所の開設12年4月バンコク駐在員事務所の開設

たお客さま現地法人の資金ニーズなどに対応。

東南アジアにおける支援態勢東南アジアにおける支援態勢

バンコク駐在員
事務所

タイ

お客さま現地法人

12年4月バンコク駐在員事務所の開設12年4月バンコク駐在員事務所の開設

12年4月開設

バンコク駐在員事務所12年1月業務提携

スタンダードチャータード銀行

お客さま現地法人を
きめ細かく支援

上海支店上海支店タイ 約310社
（06年比＋170社）

香港駐在員事務所
東南アジア全体で

お客さま約1,000社

（対象地域：東南アジア全体）

提携銀行
バンコック

現地語の習得 東南アジアにおける
ビジネスの習得

支援強化のための人財育成支援強化のための人財育成

11年10月

進出（06年比+480社）
ン ック
銀行

中国語・タイ語・ベトナム語・
インドネシア語の研修生を派遣

中国における人民元業務の
習得

ビジネスの習得

バンコック銀行への出向

バンク・インターナショナル

インドネシアへの出向

11年10月
業務提携

べトナム 110社

ＡＮＺベトナム現地法人

12年1月業務提携

バンク・インターナショナル・
インドネシア

インドネシア 約100社

27

習得

中國銀行へのトレーニーを派遣

JETRO（ハノイ事務所）への

出向

（06年比+80社）(06年比+50社）



(6) 更なる営業力の強化～事務集中化および業務高度化・効率化
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(6) 更なる営業力の強化～事務集中化および業務高度化 効率化

 本部への事務集中化や営業支援システムの機能拡充などをすすめ、お客さまとの接点を拡大するとともに価値の高い金融サービス
をスピーディーに提供していく。

更なる営業力の向上への施策と効果

事務集中化
営業店から本部へ
事務集中化、等
（事務BPR施策の実施）

直近2年間で事務人員約70名
削減→営業へシフト

今後2年間で事務人員約80名
お客さまとの
接点拡大（事務BPR施策の実施）

削減→営業へシフト

業務効率化 法人営業支援システム 今後約50名相当の時間を創出業務効率化

（法人営業）

法人営業支援システム
の機能拡充

今後約50名相当の時間を創出

→お客さまへの訪問の充実

お客さまへ

業務効率化
（住宅ローン
センター）

住宅ローン支援システム
の機能拡充
契約関連業務の改善、等

お客さまへ
価値の高い

金融サービスを
スピーディーに

提供

今後約30名相当の時間を創出

→業務フロー（相談～実行～管理）
の改善による生産性向上

28

センタ ） 契約関連業務の改善、等 提供の改善による生産性向上
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(6) 更なる営業力の強化～共同MCIFセンター

 EBMをはじめとした金融マーケティングを発展させるため、地銀6行では、高度な金融マーケティングモデルの共同開発をおこなうナレッ
ジ・ラボの10月の本格稼動に向け準備をすすめるとともに、13年3月にMCIFシステムを共同化する。

 6行の全国規模のデータやノウハウを活用して、金融マーケティングの対象商品やチャネルを拡大し、お客さまのニーズを適時・的確に捉

(6) 更なる営業力の強化～共同MCIFセンタ

12年４月
ナレッジ・11年11月

12年10
月

13年3月
共同 お さまのニーズをお客さまのニーズを

適時・的確に

6行の全国規模のデ タやノウ ウを活用して、金融マ ケティングの対象商品やチャネルを拡大し、お客さまの ズを適時 的確に捉
えた商品・サービスを提供する。

ラボ
稼動準

備開始

共同MCIFセンターの
設立計画を発表

ナレッジラボ
本格稼動

予定

MCIFセン
ター

設立予定

共同MCIFセンターのイメージ図

適時・的確に

捉えた商品・サービスを
提供

チャネルの拡大
（ATMなど ）

①共同ＭＣＩＦシステム

共同ＭＣＩＦセンター

共同ＭＣＩＦセンター

各行チャネル
営業店（ＣＲＭ）

ＡＴＭ

各行チャネル
営業店（ＣＲＭ）

ＡＴＭ

各行のデータを収納・共同利用

（ATMなどへ）
共同 Ｃ ンタ
当初参加銀行（6行）

横浜銀行

北海道銀行

ＡＴＭ
コールセンター

ＤＭ
 e-mail・・・ｅｔｃ

ＡＴＭ
コールセンター

ＤＭ
 e-mail・・・ｅｔｃ

横浜

北陸

北海道 北越

京都 西日本ｼﾃｨ

デ タ分析

金融マーケ
ティング

商品の拡大
（ローン商品などへ）北陸銀行

北越銀行

京都銀行

②ナレッジラボ

ノウハウ共有

金融マーケティング
デ 発

各 行 行 員

開発支援 成

データ分析ティング
における
広域提携
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お客さま西日本シティ銀行

モデル開発

人財育成

分析･モデル開発専門家
（浜銀総合研究所）

果



(7) IT戦略～共同利用システム（MEJAR）
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 北陸銀行・北海道銀行との共同利用システム（ＭＥＪＡＲ）は震災等に対するリスク分散・回避が図られた安全性の高いシステムである。
 12年5月に七十七銀行がMEJARへ参加することが正式に決定。
 今後も参加行の追加を目指してＩＴコストのさらなる削減をはかるとともに、共同で開発する新商品・新サービスの迅速な導入によりお客さ

ズ く

(7) IT戦略～共同利用システム（MEJAR）

ほくほくフィナンシャルグループ

まのニーズに的確に対応していく。

さらなる参加行の増加を期待
北陸銀行 北海道銀行

ほくほくフィナンシャルグル プ
七十七銀行

12年5
月

参加
11年5月に移行10年1月に移行

共同利用システム（ＭＥＪＡＲ）

参加
決定

バックアップ
センター

震災リスク等の分散・回避

新商品・新サービスの

センタ
(富山）

高い安全性
新商品 新サ ビスの

迅速な導入
利便性の向上

メインセンター
（横浜）

ＩＴコストの削減

3030

（横浜）

横浜のメインシステムのバックアップセンターを富
山に保有することで震災リスク等を分散・回避



(8)チャネル戦略
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(8)チャネル戦略

 店舗・ATM・ダイレクトチャネルの機能を強化することにより、お客さまにとって使いやすいチャネルを構築するとともに価値の高い金融サー
ビスを提供していく。

 12年5月にリニューアルオープンした相模大野支店内に浜銀TT証券「コンサルティングブース相模大野」を開設するなどお客さまのニーズに
対応するため店舗機能の拡充をすすめている対応するため店舗機能の拡充をすすめている。

 12年4月には地銀ATM業務提携に山梨中央銀行と千葉興業銀行が参加し、お客さまの利便性が向上。

店舗機能の拡充 ATMの利便性向上

お客さまに
とって使い

やすいチャネ
ルを構築

ATMによるペイジーの利用開始：
ATMで納税や公共料金の払い込み

サービスを提供

総合店舗化（総合店舗計67店舗）：

地域の特性にあわせ法人機能追加
11年度実績：2店舗実施

ルを構築

浜銀TT証券との共同店舗（9店舗）：

幅広い運用 ズ 対応

地方銀行8行によるATM業務提携：
ATM他行利用手数料の無料化などを

提携行間で実施

（11年8月大口支店・11年11月大島支店）

幅広い運用ニーズへ対応

11年度実績：2店舗開設
（12年5月「コンサルティングブース相模

大野」開設）

提携行間 実施
（12年4月山梨中央銀行・千葉興業

銀行が参加）お客さまへ
価値の高い
金融サービ

ダイレクトチャネル機能の拡充

大野」開設）

クイック窓口の設置（11店舗）：

「お待たせしない店頭サービス」の実現
インターネットバンキング等機能の拡充：

スを提供
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11年度実績：8店舗設置
住宅ローン一部繰上げ返済や投資信託

購入等の機能拡充



３．経営戦略３．経営戦略
(9) 人財戦略(9) 人財戦略

 人財のバリューアップや組織の活性化を実現し「お客さまへ価値の高い金融サービスを提供」していく。
 10年10月に「金融ビジネススクール」を開設し、若手行員や中堅行員をはじめとした各階層延べ2万人超に対して質の高い研修を実施す

るとともに、新入行員向けのジョブローテーションの期間を延長し、内容を充実。
 また女性行員の活躍の場を広げるため ワークライフバランス支援勤務制度の実施や積極的な登用等により女性行員のバリューアップを また女性行員の活躍の場を広げるため、ワークライフバランス支援勤務制度の実施や積極的な登用等により女性行員のバリューアップを

はかっている。

人財育成への取り組み 11年度実績

10年10月
金融ビジネス

各階層に対して実践的かつ体系的
な研修を実施

人
財
人
財若手行員の計画的な育成

延べ2万人超が研修を受講

新入行員向けのジョブローテーション

お
客
さ
ま

お
客
さ
ま

金融ビジネス
スクール

開設
中堅行員の専門性を高める研修の

実施

財
の
バ
リ
ュ
ー
ア
ッ

財
の
バ
リ
ュ
ー
ア
ッ

個人渉外・法人渉外で計80人が本部
所属となり集中的に受講

期間を1年→4年へ延長し、内容を充実 ま
へ
価
値
の
高
い

ま
へ
価
値
の
高
い

ワ クライフバランス支援勤務制度

ッ
プ
・組
織
の
活
性

ッ
プ
・組
織
の
活
性

女性行員の活躍の場の拡大 実績

い
金
融
サ
ー
ビ
ス

い
金
融
サ
ー
ビ
ス

女性役職者数の推移（人）

女性行員
バリューアップ
プログラムの

実施

ワークライフバランス支援勤務制度
の実施

性
化
性
化

ス
を
提
供

ス
を
提
供
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実施 管理職への積極的な登用
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３．経営戦略３．経営戦略

(10) 中期経営計画の進捗状況～中計2年目の進捗(10) 中期経営計画の進捗状況～中計2年目の進捗

 10年4月よりスタートした中期経営計画「New Horizon 2nd Stage」は、3年計画のうち2年が経過。

 11年度の実績は、計画当初に掲げた主要目標4項目のうち、コアＴｉｅｒ1比率・ＲＯＥ・与信費用比率を概ね達成。

中計1年目

10年度実績
11年度予想

(11年11月公表）
うち11年度実績

12年度計画
（当初計画）

12年度計画
（今回公表）

業務粗利益 2,051億円 2,060億円 2,036億円 2,210億円 2,015億円

中計2年目 中計3年目

経費（▲） 987億円 990億円 983億円 990億円 980億円

実質業務純益 1,064億円 1,070億円 1,053億円 1,220億円 1,035億円

与信費用（▲）(注１） 289億円 170億円 137億円 260億円 120億円

経常利益 749億円 825億円 870億円 920億円 875億円

単
体
ベ
ー

当期純利益 454億円 485億円 491億円 555億円 540億円

ＯＨＲ（中計目標項目） 48.1% 48.0% 48.2% 45％程度 48.6%

与信費用比率（中計目標項目）（注1） 0.33% 0.19% 0.15% 0.30％程度 0.12%

経常利益 億 億 億 億 億

ス

経常利益 816億円 900億円 963億円 950億円 945億円

当期純利益 470億円 505億円 511億円 560億円 550億円

ＲＯＥ　（中計目標項目） 6.5% - 6.7% 7％程度 -

コアＴｉｅｒ1比率　（中計目標項目） 8.6% - 9.7% 8.0％以上 -

連
結
ベ
ー
ス

貸出金残高（単体） 86,363億円 - 90,082億円 94,600億円 -

県内リテール貸出金残高(単体）　（注2） 59,735億円 - 62,330億円 65,500億円 -

預金残高（単体） 107,531億円 - 110,915億円 108,000億円 -

個人投資型商品残高（連結） 18 404億円 19 291億円 22 000億円

33（注2）県内リテール貸出金残高＝県内中小企業貸出金残高＋県内個人ローン残高

（注1）中計2年目以降の与信費用は与信関係費用を表示

個人投資型商品残高（連結） 18,404億円 - 19,291億円 22,000億円 -



事前に株式会社横浜銀行の許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製し、又は第三
者に配付することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみを目的として作成されたもの
であり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。本資料に記載された事項の全部
又は 部は予告なく修正又は変更されることがあります 本資料には将来の業績に関する又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。本資料には将来の業績に関する
記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではなく、経営環境
の変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。


